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現状と課題・対応の方向性について
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（参考）CCUSに関する政策的位置づけ
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CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage ）は、鉄、セメント、化学、石油精製等の脱炭素化が難
しい分野や発電所等で発生したCO2を地中貯留・有効利用することで、電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が難
しい分野において脱炭素化を実現できるため、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠となっている。

第７次エネルギー基本計画（令和７年２月閣議決定）

CCUSは、鉄、化学、セメント、石油精製等の脱炭素化が難しい分野（Hard to Abate ）や発電所等で発生したCO2を地中
貯留・有効利用することで、電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が困難な分野において脱炭素化を実現できるた
め、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠であり、取組を進める

地球温暖化対策計画（令和７年２月閣議決定）

電化が困難な分野においては CCUSの活用、CCSへの支援制度の検討

経済財政運営と改革の基本方針 2025 （令和７年６月閣議決定）

脱炭素化が難しい分野においては、天然ガスなどへの燃料 転換に加え、水素等（水素、アンモニア、合成
燃料、合成メタン）や CCUS（二 酸化炭素回収・有効利用・貯留）等を活用した対策を進めていく必要がある。

ＧＸ２０４０ビジョン ～脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂～（令和７年２月閣議決定）
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１．CCU／カーボンリサイクルについて



カーボンリサイクルを拡大していく絵姿

¸ 各製品分野における可能な限り早期の技術確
立 低コスト化普及

ẑ COŇ ṕ Ṗ LCA
LCAḲLife Cycle Assessment ṕ Ṗ

ṕ Ṗ2023 6 5
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（参考）カーボンリサイクル燃料に関する政策的位置づけ

ṕỆṖ

CO2 ṕ Ṗ 既存のインフラ等を利用できる
実用化・低コスト化に向けた技術開発と同時に、持続可能な形で投資が継続され

る環境整備を進める CO2
既存のメタネーション技術より生産効率が飛躍的に高ま

る革新的メタネーション技術について、2030 年の基盤技術の確立、2040 年代の大量生産技術の実現

2030 年度において、供給量の１％相当の合成メタン又はバイオガスを導管に注入 ệṾ

託送料金原価に含
めることができる仕組みを構築 温室効果ガス排出量算定・報告・公
表制度における排出係数への反映や合成メタンの排出削減価値に係る第三者認証機関に求める具体的な要件の検討を行う

Ṅ 2050

ṕệṖ

既存の内燃機関や燃料インフラが活用できること、化石燃料と同等の高いエネルギー密度を有することがメリット
自動車分野では、ｅ－ガソリンやｅ－ディーゼル、船舶分野ではｅ－メタノール、航空分野ではe- SAFとしての活用が期待

2030 年代前半までの合成燃料商用化 NEDO等と連携しながら実施する研究開発や国内事業の組成、出
資等による海外事業への参画、国際的な対話を通じた環境価値創出やビジネスモデルの構築など、商用化に向けた必要な取組
を進める

第７次エネルギー基本計画（令和7年2月閣議決定）
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Ẇ

水素等（水素、アンモニア、合成燃料、合成メタン）やCCUSなどを活用した対策

Ẇ

①持続可能な航空燃料（SAF：Sustainable aviation fuel ）の導入促進

地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）

GX2040 ビジョン（令和7年2月閣議決定）

1)

既存のインフラや内燃機関を活用可能 脱炭素化に向けた投資コストの抑制ができ、原料の多
角化によるエネルギーの安定供給に資する 合成燃料、
SAF 、合成メタン、グリーンLPG 導入拡大に向けて必要な制度等を整備する 実
用化・低コスト化に向けた研究開発支援

（参考）カーボンリサイクル燃料に関する政策的位置づけ
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（参考）化学品に関するカーボンリサイクルの政策的位置づけ

CCU CO2を資源として捉え、 人工光合成等により素材 再利用することでCO2
排出抑制が可能 技術開発・社会実装、国際展開、CO2サプラ
イチェーン構築を推進

 

2050 ナフサ由来の原料から転換する
「原料転換」の取組を着実に進める。その際、グリーンイノベーション基金を活用して開発している新技術の社会実装も進め、既存
のサプライチェーンの枠を超えて、ＧＸ製品を創出可能となる強靭なサプライチェーンに転換し、マーケットイン型の化学品の供給
を更に推進

第７次エネルギー基本計画（令和7年2月閣議決定）

GX2040 ビジョン（令和7年2月閣議決定）

ṕỈṖ

グリーンイノベーション基金に基づく研究開発の成果を実装し
ていく ナフサ
由来の原料からの原料転換（バイオエタノールや廃プラスチック等からの化学品製造）

ṕ Ṗ
AI 
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（参考）鉱物化・CO₂吸収コンクリートに関する政策的位置づけ

GX2040 ビジョン（令和7年2月閣議決定）

3)CO2

2030 年頃までに新たな製造技術の確立やCO2 固定量の評価手法についてのJIS／ISO 化を推進する CO2 
CO2 CO2 温室効果ガスインベントリへの反映やJｰ

クレジット方法論の検討 2030 

COŇ
算出方法を確立し、我が国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）への反映を進めるとともに、技術開発、J-クレジット
化の検討 公共調達による販路拡大 2030

ṕNETISṖ
2025 国・地方公共団体による公共調達を拡大する 公共工
事での調達義務化

ṕaṖJ-

ổṨ 2050
ṕ Ṗ2050

ổṨ
CO2吸収型コンクリート等のＪ－クレジット化の検討

地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）
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ṕểṖ ṥ Ṋ ṕe- fuel ṖṦ וֹ ṇ

¸  ṕe-fuelṖ 2023 Ỉ
 

¸



（１）②【燃料／合成メタン】都市ガスのカーボンニュートラル化に向けて

¸ צּ וֹףּ ṇ ṇ וֹ ḭ ṕe- methane Ṗ
ḱ צּ טּ ḭ צּ אל Ḯ

כֿ¸ ḭ ễ 2030 וֹףּ וֹ ḭ וֹףּ
ךּ ḱ Ḯ

︣ ḭ ︣ Ḯ

¸ ḭ 2050 ṇ ṇ וֹ ḭ ḭ
︡ ṇ ṇ ︡ שּךּ לּךּ פּ צּ Ḯ2027

ễ ︣ וֹףּ ḭנּ ︣ Ḯ

11

2025 ễ 19 37  
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（２）【化学品】CO2等を用いたプラスチック原料等の技術開発

【研究開発項目４】
アルコール類からの化学品製造技術
の開発

Åメタノール等からエチレン、プロピレ
ン等のオレフィンを製造(MTO)

(80Ṍ90%) 
Å 高い変換
効率と優れた量産性が両立できる
光触媒を開発

MTO

【研究開発項目３】
CO2からの機能性化学品製造技術の
開発

Å

一部
化石由来原料のCO2代替を目指す
Å電気・光学・力学特性等の機能性
向上

ṕ Ṗ

【研究開発項目２】
廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技
術の開発

Å廃プラ・廃ゴムからエチレン、プロピ
レン等のプラスチック原料を製造
する技術
Å 60Ṍ80%
製造時に排出するCO2も従来の
半分程度

ṕ Ṗ

【研究開発項目１】
熱源のカーボンフリー化によるナフ
サ分解炉の高度化技術の開発

Å

オフガス(メタン等)が熱源。
Å

カーボンフリーであるアンモニ
アに転換

850ṹ

【CO2排出の７割程度削減を目指す】 【CO2排出の半減程度削減を目指す】

【CO2原料化を目指す】 【グリーン水素とCO2から製造】

· טּ ḭ פּ אל

CO₂ צּ ︡ ḭ ︣ Ḯ

· 60% צּ ︡ ṕ ṇ Ṗאל ḭ

CO₂ ︡ אל ךּ ḭ צּ Ḯ

Ḳ2024 6 20  22 ṇ ṇ ṇ ṇ ṇ פּ



¸ CO₂を用いたコンクリートの普及はカーボンニュートラル実現に大

きく貢献 ＧＩ基金を活用し、「CO₂排出削減・固定量最大化コンクリート」の開発、コンクリート内CO₂量の

評価及び品質管理手法の確立、標準化に取り組む

¸

土木工事の脱炭素アクションプラン
（令和7年4月21日国土交通省公表）現場実証を活用した技術開発の推進

（３）【鉱物／コンクリート】CO2吸収型コンクリートの社会実装に向けた取組

13



（４）①大阪・関西万博でのカーボンリサイクルの取組み

¸ Ṅ

¸ ṕ Ṗ

14
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（４）②第7回カーボンリサイクル産学官国際会議

¸ CCU/

¸ GX

Ḳ Ỉ

Å Ḳ2024 10 11 ṕ Ṗ

Å Ḳ ṧ

Å ︢ ḭ 27ּפ ḱ פּ 840 צּ Ḯ

Å ḭ ḱ ḭ ךּ
ḭפּ ṇ

︣ ṇ ḭ Ḯ

ỉ

Å Ḳ2025 9 Ṍ10 ṕ Ṗ

Å Ḳ

Å Ḳ ṊNEDO

Å ḭ ḱ ḭ
ךּ ḭ ḭ ṇ

Ḯ

Å וֹ ṇ ︡ḭ
אל ךּ ṇ ךּ
︣ Ḯ



¸ CO₂を資源として捉え鉱物化 素材 燃料 Ỏ
ỚỄ コストが高い

大阪・関西万博を活用した現場実証、情報発信

¸ CCSの導入によるCO2分離・回収設備などのインフラ整備の進展、新たなCO2分離回収方法の確立をす
ることで、CO₂の調達コストが低減 ṕ分離回収コスト2,000 円台/ ｔ-CO2を目指すṖ

CO₂排出事業者と利用者を連携 COŇ

¸環境価値の創出にむけて、J クーレジットの方法論策定やＳＨＫ制度

（５）カーボンリサイクルの研究開発と社会実装に向けた取組

カーボンリサイクル技術の
実用化に向けた取組

産業間連携、環境価値の創出

¸舞鶴火力発電所において、固体吸収法の実証
試験中であり、今年度までに小規模設備での
技術確立の見通しを得る。

¸

固体吸収法により、商用機レベ
ルでの分離回収コストの大幅削減を目指す。
(2000 円台/t -CO2を目指す)

¸

CO₂分離回収技術の大型化・低コスト化

¸ 実証研究拠点を整備 10
産学連携した技術開発を加速

Ỉ

¸ グリーンイノベーション基金などを活用

大阪・関西万博を活用した現場実
証を実施。データ取得や情報発信を加速さ
せる

¸ 回収～利用までのシ
ステム全体での最適化がリスクやコストの低減

CO₂サプライチェーンの構築
に向けて検討

¸ J-クレジットSHK制度
カーボンリサイクルの環境価値の創出にも取り
組む

16



¸ コンクリート等製造、燃料製造、プラスチック原料製造、バイオものづくり、
CO₂分離回収 5 約5,961 億円

17

（５）①- 1 グリーンイノベーション基金を活用したカーボンリサイクル技術開発

コンクリート製造技術※

ÅCOŇ
→ CO₂排出削減 固定量最大化コンクリートの開発

セメント製造※

Å COŇ
→ 石灰石由来のCO₂を全量近く回収する、セメント製造プロセス
を開発

持続可能な航空燃料
（SAF:Sustainable Aviation Fuel ）
Å SAF
→ SAF ṕATJṖ 製造コスト

100 円台/L

合成燃料
Å

→ 製造プロセス全体のさらなる高効率化

合成メタン
Å

→ 高効率なメタン合成（水電解反応とメタン合
成反応の一体化）

グリーンLPG
Å LP
→ グリーンなLPガス生成の基盤技術となる触媒
や合成方法等

Å エネルギーコストの低減

→ 分離素材の革新により

Å COŇ
ṕ

Ṗ
→ COŇ

ṕ人工光合成Ṗ
熱源のカーボンフリー化

Å

→ 微生物設計プラットフォーム技術の高度化、微生物の開発・改
良および微生物等による製造技術の開発・実証ṕCOŇ

水素細菌 Ṗ

新規アミン吸収剤の開発例
ԇ֥֔Ԋ֪ԃ

約1/3

CO2を吸収する混和材

ẑ Ḳ1.ṕ2022/4/19 Ṗ; 2.ṕ2022/2/18 Ṗ; 3. ṕ2022/1/28 Ṗ; 4.ṕ2023/3/22 Ṗ; 5.ṕ2022/5/13 Ṗ

3.  コンクリート/ セメント※1. カーボンリサイクル燃料※ 2. 化学産業※

4. バイオものづくり※光触媒パネルの大規模実証

5. CO₂分離回収技術※



¸ CR CO2 IGCC
CO2 10 カーボンリサイクルの技術開発・実証を集中的に実

施 ṕ2025 5 10 Ṗ2022 9 2000
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https://osakikamijima -carbon -recycling.nedo.go.jp/

藻類研究エリア
(1事業)

基礎研究エリア
(６事業)

実証研究エリア
(3事業)

ṕ2023 9 Ṗ IEATCPṕICSC
GHGṖ
ṕ2025 3 Ṗ CCUS

（５）①- 2 カーボンリサイクル（CR）実証研究拠点について

海外CCUS拠点との連携

CR NEDO

CR

広島大学による人材育成プログラムとの連携

ṇ ¢20 ¢21 ¢22 ¢23 ¢24 ¢25  26 ¢27 ¢28 ¢29 ¢30  3 1

ṇ

ṇ PJ( ) CO2 IGCC

CO₂供給

ṕ Ṗ

CO₂供給源の要確保

https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/


¸ COŇ COŇ
COŇ

COŇ  

¸

19

（５）②産業間連携事業の方向性

NEDO ךּףּ GI ךּףּ
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（５）③カーボンリサイクルに関する環境価値創出に向けた取組

SHK制度 J クーレジット その他の取組

ẇ
ỞồỖ

ẇ ṇ ךּ ḭ
2025 ךּףּ ḭ2026

וֹ ḭ
וֹ

Ḯלּ

e-

ẇ

2025
(2024 )

ẇ ṇ ךּ ḭ
2025 ךּףּ ḭ2026

וֹ ḭ
וֹ

Ḯלּ
Ḯ

ẇ
CFP

 2023 2

( )

ẇ CO2
J-

ẇ CO2
JIS ISO

JIS ISO
2027

¸ CCU CO2

¸ CO2



¸ 5 12
CO2

¸ 現状のルールは排出者が排出計上することとなっており、カーボンリサイクル燃料等のカーボンリサイクル製品の
利用者が排出計上する必要がある。 現状のルールでは、カーボンリサイクル製品の活用が進まないお
それ

¸ CO2回収による価値を原排出者や利用者に移転していく その中でカーボンリサイクル燃料
については、原排出者と利用者間で排出削減価値の移転を合意されていることを前提として削減価値を移転
することが可能となるよう制度整備を実施

（参考）SHK制度上に基づくカーボンリサイクル燃料の整理

ṕ Ṗ 13 ṇ ṕ Ệ Ṗ

＜現行のSHK制度ルール＞ ＜カーボンリサイクル燃料関連の新たな制度＞

21
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（参考）合成燃料におけるクリーン燃料証書制度の段階的な立ち上げ

¸ 制度を早期に構築

する必要 GHG Protocol 一定の

不確実性が存在

¸ 2025 年度の実証を皮切り 段階的に立ち上げを検

討していく

1 ṕ Ṗ

V ḭ ḭ
ṇ ︡

V ETBEḱ ︡

V 2025 ~26

2 ṕ Ṗ

V 1 ḭGHG Protocol 
ḭנּ

ךּ ṕ2026
Ṗ

V ḭ ḭ
ḭ ṕ Ṗ

V / ḭ
צּ

V

V SHK ḱ
V 2027

3 ṕ ḱ Ṗ

V 2 ḭנּ
ḱ ךּ

ṥ Ṧ
Å ḭ

וֹ ṕ ḭ
ḭ

Ṗ
Å ṕ Ṗ

Å ú ḱ

Å ḱ
ṕGHG Protocol, SBTi, 

CDP Ṗ
V 2027 ḭ ︢

ṇ

2025 3 25  18



¸環境省が毎年発表する「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2024 年4月公表）において、
環境配慮型コンクリートの製造時に利用したCO2を2022 年度分から吸収量として世界で初めて
計上 ṕ2022 Ṍ2023 148 Ṗコンクリート製造に伴うCO2
吸収分をJ-クレジット化すべく、方法論を検討中であり、今年度中の方法論策定を目指す（調整
中）

¸ GI CO2 JIS
ISO

（参考）コンクリート分野におけるJ-クレジット化に向けた動き

23

温室効果ガスインベントリ報告書にコンクリート製造時に利用したCO₂を吸収量として計上（合計約121 トン，2023 年度）

ṕ Ṗ Ḳ2023 ṕ2025 4  Ṗ



¸ 2024 ể ṕIPCCṖ 60
ỉ ṕAR7Ṗ

¸ 2027 年までに二酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収利用及び貯留（CCUS）に関する専門家会合を
開催し、方法論報告書等を作成すること等が決定。

（参考）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

R6.2 ṕ7 Ṗ 3 24
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２．CCSについて



日本でのCCSのこれまでの取組

CCUS

CO2

CO2 30 (2016 -2019 )

11 160

2
0

3
0

C
C

S

C
C

S
C

C
S

6 ṕ2021 10 Ṗ

CCS ṕ2023 3 Ṗ

GX ṕ2023 7 Ṗ 2
0

2
6

F
ID

טּ

¸ CCSは CO2
脱炭素化が難しい分野において脱炭素化を実現できる エネルギー安定供給、経

済成長、脱炭素の同時実現に不可欠

¸ 国内外でCCSを
行うための制度整備や、CCSバリューチェーン全体でのビジネスモデル検討が開始できる段階まで取組が進捗

¸ 2026 年頃の投資決定 事業者の円滑な参入・操業を可能とする
支援制度の在り方について検討し、2030 年代初頭からの事業開始を目指す

¸ 2040 年に向けては CCS 先進的CCS事業で得た知見の横
展開や、さらなるコスト低減、貯留量確保が必要

2
0

4
0

C
C

S
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ỎỎỞ Ồợ ２０３０年までの事業開始に向けた事業環境を整備 ỄỂỄỆ ệ
ỎỎỞ ỎỎỞ

ỎỎỞ 欧米ではＣＣＳに要する費用とＣＯ２を排出した際の対策費用のコスト差に着目した支援
や比較的高い補助率での支援措置を講じている。政府による支援により、ＣＣＳを先行的に事業化することで、ＣＣＳ事業の自立化を図るとともに、
コスト競争力のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することが可能

ỎỎỞ ỎỎỞ ỄỂễỂ
ỈỂỂṌểḯỄỂỂ 諸外国の支援措置や「先進的ＣＣＳ事業」を通じて得た知見等を踏まえ

継続的なコスト低減や事業者間競争を促す視点も含めて、事業者によるＣＣＳ事業
への投資を促すための支援制度を検討していくその際、ＣＣＳの分野別投資戦略を踏まえた投資促進策の検討や、ＧＸ－ＥＴＳやＪ－クレジット、
長期脱炭素電源オークションなど他の制度との連携、エネルギー・ＧＸ産業立地の議論との連携を考慮していく

ỎỎỞ 我が国に世界的な競争力のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することで、日本企業にＣＣＳ
環境を提供し、鉄、化学などの脱炭素化が難しい分野の国際競争力維持とエネルギーセクターの脱炭素化を図るとともに、日本のＣＣＳ関連企業が
各国のＣＣＳ事業の受注で優位に立つことが可能となることを目指す

ỎỎỞ 分離回収分野では排出ガス中のＣＯ２濃度や圧力を踏まえた最適な技術の開発、輸送
分野では船舶の大規模化に向けた最適なタンク設計などの船舶輸送技術確立、貯留分野では低コストなモニタリング技術の導入を目指した国内外で
の実証  

ỎỎỞ ỄỂệỂ
理解促進に取り組む ２０４０年に向けた貯留量拡大を見据え、貯留層のポテンシャル評価等の貯留地開発を推進 

我が国の技術も活用する形で我が国
のＣＯ２を海外で貯留することも条件が整えば有力な選択肢であり、関係国との具体的な対話や、将来的な貯留権益確保を目指した相手国との共
同調査を、順次実施していく ỎỎỞ

ỎỎỞ ổϴỒỘỐỎ ỎỎỞ ỎỎỞ
ṕổỎỘṖ ỎỎỞ

（参考）CCSに関する政策的位置づけ

27

第７次エネルギー基本計画（令和７年２月閣議決定）



ỎỎỞ ︡ צּ ךּףּ קּ ḭ ṇ ḭ
ḭ ךּ Ḯ

ḭ ḭỎỎỞ צּ ḭשּ ỎỎỞ ︣ ỎỚỄ ︡
︡ ︢ ךּ Ḯ ḭ ḭỎỎỞנּ ︡ ḭỎỎ

Ở ︣ ︡ ︡לּכḮֿשּךּ ỄỂễỂ פּ ỎỎỞ ḭבֿ
טּ ỎỎỞ ṇ ṇ ︣ כֿ ḭ ỎỎỞ ︡ḭ צּ ךּ︡
ṇ ṇ ḭ ỎỎỞ ︣Ḯ

ḭ וֹ ḭỄỂỆỂ וֹ נּ ︣ ḭפּ צּ ︣
︣ ḭ ︡ ḭ ︡ Ḯשּךּ
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GX2040 ビジョン（令和7年2月閣議決定）

（参考）CCSに関する政策的位置づけ



CCS事業に関する世界動向

¸ CCS EOR 近年欧米では、炭素価格等
の制度と組み合わせた政府支援を受けることで、発電や一般産業でも投資決定に至る事例が出ており、建
設段階のプロジェクトが急増

¸ 欧州・アジアでは、海外からのCO2と合わせて自国のCO2を効率的に貯留すべく、CO2越境輸送に
関する制度整備

29

世界で稼働中・計画中のCO2回収量
Å2024

2017 7倍以上となる約4億トンに
Å 2023 建設段階のプロジェクトが急増

ṕ ṖGLOBAL STATUS OF CCS 2024ṕGlobal CCS Institute Ṗ

CCSプロジェクトに関する最近の動向

英国

ÅCCS
24 政府は2クラスターへ25年間で最大217 億￡(4.2 兆円)の資

金提供を発表
Å EastCoast クラスターの輸送貯留インフラ(年間400 万トン 28年運開)

CO2 ( ) HyNet クラスターの輸送貯留インフラ(年間450 万トン
28年運開)がFID

オラ
ンダ

ÅCCS
21 Porthos 15年間で最大21億€の資金提供を発表

Å23 輸送貯留インフラ(年間250 万トン 26年運開)がFID

ノル
ウェー

Å20 Longship 直接補助10年間で2300 億円を決定
Å24 輸送貯留インフラ（Northern Lights 年間150 万トン）の施
設完成 25 フェーズ2（年間500 万トンへ拡張28年運開）のFID

Å24 欧州4か国とCO2越境輸送の二国間合意

米国
ÅCO2 税額控除クレジット（85ドル／トン）による支援
Å25 58 ṕ Ṗ

豪州・
アジア

Å23 豪州はCO2越境輸送に向け国内法改正 24 CO2

Å24 Moomba CCS ṕ 170 Ṗ
Å24 インドネシアがCO2越境輸送を含む大統領規則を発効 CO2

Å25 マレーシアでCO2越境輸送を含むCCUS法案が可決 CO2



（参考）欧州でのCCS事業の動向

ṕ Ṗ ṕJOGMEC 2025 4 Ṗ

30

ノルウェー
Northern Lights プロジェクト フェーズ1英国でFID に至ったCCS事業



（参考）海外の上流資源開発企業の動向（CCS）

¸ 石油メジャーがCCSプロジェクトに参画

¸ AramisCCS プロジェクトのパイプライン施設からShell とTotal  Energies が出資を撤退
する 関与するプロジェクトを厳選する動き Exxon Mobil Shell

複数社間でCCS事業について協力する動き

31

Ṯ CCS ṯ

ḲJOGMEC

ÅAramis ḭ ךּףּ
ḭ ︡

2200
CO2 ︣ כֿ
︣ Ḯ

ÅTotalEnergies ḭShell  
Netherlands ḭ Energie 
Beheer Nederland (EBN) ḭ
Gasunieּצ Ḯ

Å2026 ḭ
2030 ︣Ḯ

ÅTotal Energies Shell ḭ

Ḯ
CO2 ḱ ṇ

קּ קּ Ḯ

Å2024 ḭExxon Mobil 
Asia Pacific Shell 
Singapore ḭ
ṇ וֹףּ CO2

וֹ ḭ
ṇ ṇ
ṕS-Hub Ṗ Ḯ
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２ー１．CCS事業に係る制度について



二酸化炭素の貯留事業に関する法律【CCS事業法】の概要

１．試掘・貯留事業の許可制度の創設、貯留事業に係る事業規制・保安規制の整備

背景・法律の概要

V 2050 年カーボンニュートラル GX 化石燃料・原料の利用
後の脱炭素化を進める手段 CO2 CCS ṕCarbon dioxide Capture and Storage Ṗの導入が不可欠

V 我が国としては、2030 年までに民間事業者がCCS事業を開始するための事業環境を整備 ṕGX 2023 7
Ṗ 貯留事業等の許可制度等を整備

（１）導管輸送事業の届出制度の創設

ÅCO2 CO2を導管で輸送する者は経済産業大臣に届け出なければならない

２．CO2の導管輸送事業に係る事業規制・保安規制の整備

ẑ CO2

CO2注入停止

CO2

業務移管

¸

¸

¸

¸ ṕJOGMEC Ṗ

貯留事業者の義務

¸

JOGMECの業務

実施計画認可

ṕ ỄṖ

¸

国の取組

¸

¸

¸ ṕ
Ṗ

（２）貯留事業者に対する規制

Å試掘や貯留事業の具体的な「実施計画」経済産業大臣（※）の認可制

ẑ

Å CO2 貯留層の温度・圧力等のモニタリング義務

ÅCO2の注入停止後に行うモニタリング業務等に必要な資金 引当金の積立て等

Å CO2の挙動が安定 モニタリング等の貯留事業場の管理
業務をJOGMECṕ Ṗに移管 移管後
のJOGMECの業務に必要な資金 拠出金の納付

Å CO2排出者からの貯留依頼を拒むこと特定のCO2排出者を差別的に取扱うこ
と 料金等の届出義務

Å技術基準適合義務 工事計画届出 保安規程の策定 保安規制

Å 賠償責任 事業者の故意・過失によらない賠
償責任（無過失責任）

 （１）試掘・貯留事業の許可制度の創設

Å経済産業大臣は 特
定区域 指定ẑ 試掘やCO2
の貯留事業 募集 最も適切に行うことが
できると認められる者 許可ẑ

ẑ
 

Å 試掘権ṕ
Ṗ貯留権ṕ CO2 Ṗ

設定 CO2 試掘権・
貯留権は「みなし物権」

Å鉱業法に基づく採掘権者 特定区域以外の区域
（鉱区） 試掘や貯留事
業を行うことを可能とする

（２）導管輸送事業者に対する規制

Å CO2排出者からの輸送依頼を拒むこと特定のCO2排出者を差別的に取扱うこと 料金等の届出義務

Å技術基準適合義務 工事計画届出 保安規程の策定 保安規制

遮へい層（泥岩など）
CO2

貯留層（砂岩など）
CO2

ṕ Ṗ

CO
2

CO2

ṕ ểṖCO2

ṕ Ṗ CCS ṕ Ṗ ṕ Ṗ

令和６年５月成立

33
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CCS事業法の施行時期

2024 年 2025 年 2026 年

＜5/17 ＞

成立

＜5/24 ＞

公布

＜STEP１：探査の施行＞
（時期）2024 年８月５日施行
（内容）探査の許可制（規制対象

となる探査の方法、申請手
続等）

＜STEP３：貯留事業・導管輸送事業の施行＞
（時期）公布から２年以内（2026 年５月23日まで）
（内容）特定区域（貯留事業）の指定、貯留事業の許可制、

貯留事業実施計画の認可制、貯留事業に係るモニタリング・保安・無過失責任、
JOGMECへの移管、導管輸送事業の届出制、導管輸送事業に係る保安、
貯留事業・導管輸送事業に係るサードパーティアクセス等

＜STEP２：試掘の施行＞
（時期）2024 年11月18日施行
（内容）特定区域（試掘）の指定、試掘の許可制、

試掘実施計画の認可制、試掘に係る保安・無過失責任、
試掘の許可申請等に要する手数料等



CCS事業法における特定区域制度と試掘許可制度

¸ CCS 貯留層が存在し又はその可能性がある区域を「特定区域」として指定
試掘を行おうとする者を公募・選定し、試掘の許可（試掘権の設定）をする

¸ 地質等の有識者から技術面に関して助言を得る

特定区域の指定の要件

ἲ 

CO2

ἲ 

CCS

許可基準

特
定
区
域
の
指
定※

事
業
者
の
公
募
・

事
業
者
か
ら
の
申
請

試
掘
者
の
選
定

関
係
知
事
協
議
・

公
衆
縦
覧

試
掘
の
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技
術
面
で
の
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識
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か
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の

助
言
聴
取

C
C

S

事
業
の

実
施
見
込
み

技
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・

エ
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政
策
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性

と
の
合
致

ẑ 35



二酸化炭素地中貯留評価検討会の概要・検討経過

36

Å 二酸化炭素地中貯留評価検討会 CCS
技術面での助言を得る

Å

Ṯ ṯ

 

 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

  

 

回 開催日 概要

ể
Ỉ

12 19

ü CCS

Ễ
ỉ

ể 24
ü

3
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ệ 30

ü

Ṯ ṯṕ Ṗ



北海道苫小牧市沖における試掘に向けた特定区域指定

37

¸ 苫小牧市沖では、近隣の発電所と製油所からのCO2年間約200 万トンを地中貯留
本年２月に特定区域の第一号として指定

¸ 石油資源開発（JAPEX）
知事協議・公衆縦覧を実施していく

＜苫小牧地域での計画概要＞

CO2
Ṯ ṯ

CO2
ẑ

JAPEX

CO2

ᵔ ᵔ

特定区域
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CCS事業制度検討ワーキンググループ（仮称）の設置

¸ CCS

(1)モニタリング・漏えい防止措置 (2)閉鎖措置・事業廃止 (3)資金確保措置 (4)約款の約定

政省令等においてその具体的内容を明らかにする必要

¸ CCS事

業制度検討ワーキンググループ（仮称）」を新たに設置

ṕ Ṗ

CO2

ṕ /JOGMECṖ

CO2

ṕJOGMEC Ṗ

ṕ / Ṗ
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（参考）CCS事業法における保安規制の検討状況について

¸ CCS 二酸化炭素貯留事業等安全小委
員会

¸ ガス事業法や高圧ガス保安法等を参考
導管輸送工作物の技術基準

¸ 貯留等工作物の技術基準 貯留事業者
が講ずべき保安措置の内容ṕ貯留層におけるCO2の貯蔵Ṗ

¸ 本年夏頃までに議論を進めていく

Ṯ ṯ

Ễ ṕ2024 12 Ễ Ṗ  ễ ṕ2025 Ễ 27 Ṗ  
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２ー２．越境CO2輸送について



41

越境CO2輸送に向けた取組・動向

·
CO2

· CCS 輸出国間で情報交換等の連携を進める観点から、シ
ンガポール貿易産業省と協力覚書を締結第２回AZEC閣僚会合（2024 年8月）において公表

· 石破総理大臣とマレーシア・アンワル首相の会談（2025 年1月）において、協力分野の一つとして
CCSに言及

【MOC/ 二カ国提携の概要】

CCS CCS
CCS

【本協力の意義・狙い】

CCS

シンガポール貿易産業省とのCCSに関する協力覚書（2024 年8月）

【結果概要（外務省リリースから抜粋）】

LNG
二酸化炭素回収・貯留（CCS）

LNG
ṕAZECṖ

石破総理大臣とマレーシア・アンワル首相の会談（2025 年1月）

Ḳ HPṕ Ḳ Ṗ



Å Ḳ2024 8 15 ṕ Ḳ ṧ Ṗ

Å 4
SETA (Sustainable 

Technology Asia) 

Å CCS

第4回アジアCCUSネットワークフォーラム

アジアCCUSネットワークフォーラムにおける対話の促進

¸ CO2 CCUS 国際的な産学
官プラットフォーム「アジアCCUSネットワーク」 2021 アジ
ア・ゼロエミッション共同体（AZEC）とも連携し、知見共有や事業環境整備に取組む

¸ 9 ︡ḭ וֹףּ
ḭ AZEC וֹףּ CO2 ḱ ṇ ṇ ṇ

CCS ︣ כֿ ︡ḭ CCUS
ṇ ṇ ךּףּ ḭCO2
︣ Ḯ
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（参考）ロンドン議定書2009 年改正の受諾・暫定的適用について

¸ ロンドン議定書において廃棄物等を海洋投棄又は海洋における焼却のために輸出することは禁
止 CCS CO2 2009 海底下の地層への
処分目的のCO2であれば一定の条件下で輸出を行うことを可能とする改正が採択

¸ CCS目的でCO2輸出を行うプロジェクトの検討が進んでいる
Ỉ ロンドン議定書2009 年改正の受諾について承認

¸ 当該改正の受諾及び暫定的適用の
宣言を想定

ṕẑṖロンドン議定書2009 年改正が効力を生ずるためには、締約国の３分の２（55か国中37か国）の受諾が必要
2009 年改正の受諾国数は、現在、12か国のみであり未発効。 2019 年に暫定的適用を可能とする締約国

会議決議が採択 9か国が暫定的適用を宣言

ể

Ễ ể 附属書一の規定に基づく処分のための二酸化炭素を含んだガスの輸出 関係国が協定を締結し、又は取決めを行っ

ていることを条件として、これを行うことができる

ỄḰể

ỄḰỄ ṕ

Ṗ

ṕ Ṗ ẑ2009 1

ṕ 6 9 6  5 Ṗ
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ṕ 24 228 Ṗṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
Ễ ṕ Ṗ
ễ 経済産業大臣は 特定の種類の 貨物を輸出しようとする者

に対し
我が国が締結した条約その他の国際約束を誠実に履行するため

に必要な範囲内で、政令で定めるところにより、承認を受ける義務を課することがで
きる

CCS目的のCO2輸出に係る法的措置について

ṕ 24 378 Ṗṕ Ṗ
ṕ Ṗ

次の各号のいずれかに該当する貨物の輸出をしようとする者は 経済産業大臣の承
認を受けなければならない。

 別表第二中欄に掲げる貨物
   ṕ Ṗ

¸ ロンドン議定書2009 年改正 国内担保措置
CCS目的のCO2輸出に係る措置

¸ 外国為替及び外国貿易法 条約その他の国際約束を
誠実に履行するために必要な範囲内 承認を受ける義務を課すことができる 輸出
貿易管理令（輸出令）によりロンドン議定書2009 年改正の国内担保措置を講ずる

¸ CCS目的のCO2を輸出令別表第２に追加
ロンドン議定書と整合的な協定又は取決めが作成されているかどうか輸出内容が当該協定又

は取決めに即しているかどうか 承認基準等を整備

ẑ
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２ー３．CCSの技術開発・実証について
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CO2分離回収に関する技術開発

¸ CCS CO2 CO2
排出ガスの性状に応じて最適な分離回収方法を用いる必要

¸ 物理吸収法や固体吸収法など、
新たな回収方法の実証試験を実施中 分離膜などを活用した新たな回収方法

¸ 大規模回収によるシステムの信頼性向上吸収材等の耐久性確保による更なる低コス
ト化

ÅCOŇ 化学反応を利用し
て分離回収

Å圧力差を利用し、CO₂を液体中に
溶解させて分離回収

COŇ

Å固体吸収材によるCO₂分離回収
技術
Å ṕ

Ṗ COŇ
ṕ Ṗ

Å 薄膜を利用
透過性・選択性を利用して

CO₂を分離する方法

主なCO2分離回収方法

大崎クールジェン：IGCC（物理吸収法）
¸ COŇ

2,000 /ỹ-COŇ

¸ COŇ
¸

舞鶴火力発電所（固体吸収法）
¸ 2024 3

2,000 /ỹ-COŇ

¸ LNG

¸

現在商業化されている化学吸収法による分離回収コスト
4,000 円台/ ｔ-CO₂



LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会

¸ CCS CO2ṕLCO2Ṗ ①輸送コストの低減②払出・受入の柔軟
性の確保 ③造船や舶用機器のサプライチェーン構築 一定の仕様共通化を図ることが重要

LCO2 荷役時間の短縮を図ることで、輸送
コストを大幅に低減させることができる

¸ 「LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会」 JOGMEC 先進的CCS事業の
各プロジェクトや越境輸送の検討における活用を目的とするガイドラインを作成

¸ 「LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会」
高流速化 LCO2の純度・不純物

47

共通化協議会の検討範囲共通化に向けた今後の継続課題

ẇ 荷役設備（流速、マニホールド、ローディングアーム）
  ẓ

ẓ

ẇ LCO2の性状（純度・不純物）
ẓ LCO2

ẓ



2021 2023 2024 2025 2026 2027

液化CO2船舶輸送技術の確立

¸ 排出源から貯留適地までが長距離の場合、大容量の液化CO2を船舶で輸送することがコスト低減には不可
欠

¸ CO2 温度・圧力の管理やタンクの開発等の技術確立を目的 世界初の低温・
低圧の液化CO2を船舶輸送する実証試験を行い

¸ 高流速での荷役実証の実施を検討し2027 年度ま
でに液化CO2船舶輸送技術の確立を目指す

48

液化CO2輸送実証船「えくすくぅる」

液化CO2船舶輸送の技術課題 実証試験スケジュール

液化CO2の輸送形態とLNGの比較

ẇ 液化CO2の輸送タンクの薄肉化・大型化
ẓ CO2

ẇ 低温・低圧CO2の輸送オペレーションの確立
ẓ CO2ṕ-50~ -40ṹ 6~8 Ṗ

ẓ LNG LPG

実証準備 運航実証試験、データ取得・分析

ẇ CO2 ṕ2023 11 Ṗ
ẇ Truck to Ship ṕ2024 7 Ṗ
ẇ ṕ2024 11 Ṗ
ẇ ṕ2024 12 Ṗ

液化CO2 （参考）
LNG低温・低圧 中温・中圧 常温・昇圧

-50Ṍ-40ṹ -30ṹṌԃ25ṹ ỂṌ10ṹ -163ṹ

0.6 ～0.8MPa 1.5Ṍ1.8MPa 3.4Ṍ4.5MPa
ṕ 0.1MPaṖ

0.43Ṍ0.47 t/m 3

20,000 ㎥～ 7,500 Ṍ 7,500 Ṍ
ṕ : Ṗ

150,000 Ṍ170,000



国内の貯留適地の調査

¸ CO2の貯留に適した地層（貯留層）を11地点で計160 億トン
当面は民間事業者による経済性等の分析・評価が行

われ、試掘等の開発行為につながることが期待

¸ CO2排出源と
の距離が近く輸送コストの低減を期待できる沿岸地域のデータは乏しく、

【貯留地の開発フロー】

ḱ

2

D

Ṋ

3

D
C

O

2

C

O

2

貯留適地調査 CCS事業化

11 ὓ160ᴑЕрˢ ὓˣ

ṕ 6 9 6  5 Ṗ
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CO2貯留・モニタリング技術の研究開発

¸ CCS  CO2貯留に関するリスク低減やCCSの経済性向上
低コストかつ実用規模の安全管理技術

¸ 光ファイバー計測技術や断層安定性監視技術の実証、 CO₂圧入井の最適配置の検討、大
規模貯留層の有効圧入・利用技術の実用化、坑井封鎖実用化試験 Ệ

¸ DASṕ Ṗ DSSṕ ṖDTSṕ Ṗ

¸

Ṯ ṯ
 100 CO2
 
 ἲ

 ἲ CO2

DAS/VSP

光ファイバー計測技術開発・実証 断層安定性監視技術開発・実証

¸ Perth
ṕ

Ṗ
¸ Otway

西オーストラリア州SW Hub 実証サイト
ビクトリア州Otway
（日本RITE -豪州CSIRO LOI 締結、
 日本RITE -豪州CO2CRC MOU締結）
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２ー４．CCSの事業化支援について



6) CCS

5) CCS

3) CCS

4) CCS

2) CCS
1) CCS

7) CCS 9) CCS8) CCS

Ṯ CCS CO2 ṯ

¸ CCS技術の蓄積を最大限活用 横展開可能なビジネスモデルを確立 2030 年までのCCS
事業開始を目指した模範となる先進性のあるプロジェクトに対しCO2 バリューチェーン全体
を一体的に支援

52

先進的CCS事業について



CCS事業への支援措置の検討

¸ CCS Ễ
「CCS事業の支援措置に関するWG」において、CCS事業への支援措置について検討

¸ WG 本年6月に、「中間整理CCS事業（パイプライン案件）の支援措置の在り方について
（案）」を作成

1  CCS
ṕ2025 2 5 Ṗ

53

8  ṕ2024
12 18 Ṗ



長期脱炭素電源オークションへのCCS付火力の対象化

¸

ṕ ẑ Ṗ 2023

ẑ 20

¸ 次回の入札からCCS付火力を対象化する方向で、制度詳細設計の議論が進捗
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100   
  

ṕ2025 2 26 Ṗ



液化CO2船舶輸送案件の課題と今後の進め方

55

¸ 国内パイプライン案件向けの支援措置 CCS WG 中間整理案を作
成 ṕ 4 Ṗ

¸ 貯留地と排出地の最適な組み換えが可能 将来的なCCSバリューチェーン
の拡張においても有用 国内パイプライン案件と比して液化貯蔵・輸送等にかか
るコスト（特にランニングコスト）が高く、一層のコスト低減が必要

¸ CO2貯留国や輸出国との対話液化CO2船舶輸送技術実証 仕
様共通化の検討 先進的CCS事業も活用しながら、船舶輸送効率化のための仕組み
づくり 排出地域単位でのCO2集荷・集積（CO2回収源のクラスター化）

¸ 船舶輸送案件向けの支援措置 これら取組や検討の基本的な方向性を踏まえた形で、検
討していく

安定的かつ効率的な液化CO2船舶輸送技術の確立（NEDO実証）（48頁）

液化CO2船の仕様共通化に向けた継続検討課題への対応（47頁）

排出地域単位での効率的なCO2集荷・集積に向けた検討

船舶輸送効率化に向けた仕組みづくり

越境CO2輸送に係る二国間対話・調整（41頁）

CO2輸出国間における支援措置の協調 船
舶
輸
送
案
件C

C
S

事
業
開
始船舶輸送案件向けの支援措置の検討

CO2輸出国間における情報共有（42頁）

先進的CCS事業
における検討

ẑ Ễ

ể ễỄ

2030 年代初頭～

支援実施

最
終
投
資
決
定
（F

ID

）



CCSによるCO2排出削減の整理について

¸ CCS CO2

¸ SHK制度におけるCCSのカウントルールについては、今年度の算定方法検討会で検討

¸ 国際的な排出算定方法や製品単位の算定方法におけるCCSによるCO2排出削減の扱
いについて、今年度中に調査

ṕ Ṗ

＜SHK制度の概要＞
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